
平成30年度事業計画及び

収支予算の概要

医療施設特別会計



１．平成29年度 主な取組みと今後の課題
項目 目標 これまでの取組み 今後の方向性・課題

グループ運営体制の強
化による病院運営

医療事業推進本部を中
心としたグループ運営
体制の推進

・理念・基本方針の策定
・中期目標・計画等の策定
・病院業績評価制度の導入

グループとしての方針、業績評価に基づく、
病院運営の推進

安心・安全な医療提供
体制の充実

良質で安全な医療の提
供

・各種医療安全、感染管理に関
する研修の推進

・医療安全対策及び感染管理に関する人材
育成の推進
・医療事故防止活動の積極的な展開

災害に強い病院（組織
体制）づくり

災害医療の拠点として
の機能の充実

・ＢＣＰ（事業継続計画）策定の推
進

・全ての赤十字医療施設でＢＣＰ（事業継続
計画）を策定

地域における医療提供
体制の充実

赤十字の特色を生かし
た医療の提供

・各地域における医療提体制の
検討（公的医療機関等2025プラ
ンの策定）

・公的医療機関等2025プラン及び地域医療

構想を踏まえた病院診療機能の再評価（診
療機能の転換・統廃合の検討含む）

患者満足度向上のため
のモニタリング調査の実
施

患者満足度の向上
・接遇に関する研修の実施
・各施設の取り組み状況の把握

・グループとしての共通の評価指標に基づ
いた患者満足度調査の実施

グループ経営資源の有
効活用

グループ運営体制に基
づく経営資源（人・モノ・
金・情報）の有効活用

・経営に精通した職員の育成
・購買支援事業の実施
・グループ内資金の有効活用等

・事務職員版ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの導入
・医療材料等共同購入の拡大
・データベース基盤整備

医療施設の経営の健全
化（平成29～31年度）

・平成31年度末におけ
る経常収支の黒字化

・経常収支の1/3の改善（平成29
年度）

・平成31年度末における経常収支の黒字化
（病院建築等にかかる特殊要因を除く）



２．平成30年度事業計画（医療事業）

事業本部制による総合力を生かした病院運営
・「人・物・資金・情報」などグループにおける豊富な経営資源を相互に活用できる

仕組みの構築
・経営支援体制の強化

・医療制度改革に基づく医療と介護の再編
・超少子高齢化
・地域医療構想への対応
・診療報酬改定
・大規模地震等自然災害発生への対応

（１）安心・安全な医療提供体制の充実

（２）災害に強い病院（組織体制）づくり

（３）地域における医療提供体制の充実

（４）グループ経営資源の有効活用

（５）医療施設の経営の健全化



（１）安心・安全な医療提供体制の充実

医療安全対策

◆ 医療安全に関する人材育成
◆ 転倒転落予防対策の推進
◆ 容態変化への早期対応システムの構築

感染管理の推進

◆ 感染管理に関する体制の強化・推進
◆ 感染管理にかかる会議・研修実施
◆ 薬剤耐性菌対策および抗菌薬の適正

使用の推進

医療の質向上

◆ 医療の質の評価・公表事業への参画
◆ チーム医療の推進
◆ 臨床倫理的問題に対し、組織的対応の

仕組みづくりのサポート

防犯体制の強化

◆ 患者と職員を守る防犯マニュアルの整備
◆ 同マニュアルに基づく研修実施

安心・安全な
医療の提供

３．各施策について



（２）災害に強い病院（組織体制）づくり

災害発生時にも継続して医療を提供

できる体制づくり

病院の耐震化
BCP（事業継続計

画）の策定

被災者受入れ

体制の充実

※BCP（事業継続計画）とは、災害発生時等の緊急事態において、事業の継続及び早期復旧を可能とするために、緊急
時における事業継続のための方法等を取り決めておく計画であり、災害拠点病院では、平成31年3月31日までの策定
が義務化。

全ての赤十字医療施設でＢＣＰを策定
災害拠点病院 61施設
（うちＢＣＰ策定済 17施設）
その他の医療施設 32施設
（うちＢＣＰ策定済 ７施設）



・ 地域における赤十字病院

としての機能等の見直し 、

役割の明確化

・ 病院経営基盤の安定

・ ２次医療圏内の動向を注視

・ 現状の赤十字病院の特徴に

ついて数的根拠等により分析

確認
地域医療構想
（平成28年度に全都道府県にて策定済）

公的医療機関等
2025プラン策定

短期

中・長期

（３）地域における医療提供体制の充実

ア．地域医療構想への対応



No.36932015年7月29日(水)放送

2025年には団塊の世代が後期高齢者となり、
医療・介護サービスの需要が著しく増大する（人口は減少するのに）

• 高齢者人口が3600万人に増加

• 慢性的な疾患を抱える高齢者や
要介護人口も約1.5倍に増加

医療従事者、介護従事者も1.5倍
に増やさないといけないのか

• そもそも病床や施設を増やさず
に対応できるのか

• 医療提供体制の見直しが必要

厚生労働省 社会保障審議会介護保険部会（第46回）参考資料１
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-
Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000018735.pdf

総務省統計局 統計データ 統計トピックスNo.90
http://www.stat.go.jp/data/topics/topi901.htm

「地域医療構想・医療計画と地域包括ケアシステムの今後」 奈良県立医科大学・今村知明教授講演資料

○ 地域医療構想



出典：厚生労働省 第８回 地域医療構想に関するワーキンググループ

参考資料２ 「地域医療構想を踏まえた「公的医療機関等2025プラン」について」（平成29年8月4日付け医政発0804第2号校厚生労働省医政局長通知)
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＜日本赤十字社としての対応＞

日本赤十字社においては、赤十字病院グループとして

の理念、基本方針を定め、中期目標・中期計画等を策定

し、赤十字としての特色を発揮しつつ、地域医療構想に

貢献するものである。

地域医療構想については、赤十字グループの理念等

を踏まえ、地域における公的医療機関としての役割、将

来のあり方を十分検討し、支部と調整のうえ、地域医療

構想の達成に向けて積極的に参画する。



○ 公的医療機関等2025プランの策定

出典：厚生労働省 第８回 地域医療構想に関するワーキンググループ

参考資料２ 「地域医療構想を踏まえた「公的医療機関等2025プラン」について」（平成29年8月4日付け医政発0804第2号校厚生労働省医政局長通知)



出典：厚生労働省 第８回 地域医療構想に関するワーキンググループ

参考資料２ 「地域医療構想を踏まえた「公的医療機関等2025プラン」について」（平成29年8月4日付け医政発0804第2号校厚生労働省医政局長通知)



出典：厚生労働省 第８回 地域医療構想に関するワーキンググループ

参考資料２ 「地域医療構想を踏まえた「公的医療機関等2025プラン」について」（平成29年8月4日付け医政発0804第2号校厚生労働省医政局長通知)



＜日本赤十字社としての対応＞
・本プランは、公的医療機関等の将来計画として、地域医療構想の推進を図るうえでの重要プロセ
スと位置づけられる。今後の赤十字医療施設の地域医療構想対応における重要な作業となるた
め、日本赤十字社の医療・介護・福祉との連携のあり方を考慮しつつ、各地域の実情にあったプラ
ンを策定する。
・原則として、各医療施設において本プランの「原案」を作成し、平成29年９月末を目途に医療事業
推進本部に報告する。内容等について、本部と協議・調整し、各都道府県の地域医療構想調整会
議へ提出する「調整会議提出版」を作成する。

「調整会議提出版」を当該自治体（地域医療構想調整会議主管部署）あて提出する。
地域医療構想調整会議の進捗、動向について把握し、本プランに変更が生じた場合等、適宜、

医療事業推進本部あて報告する

本部は、本プラン作成手引きの提示、参考データ・資料の提供、問い合わせ対応等による支援を
行う。

また、医療施設からの要望に応じ、本プラン策定作業においても積極的に支援を行うこととする。

医療事業推進本部による支援

本プランの策定にあたっては、赤十字医療施設の今後のあり方に係ることから、策定段階から支
部との連携を図り、「調整会議提出版」を支部あて報告する。

また、地域医療構想調整会議の進捗や、本プランに変更が生じた場合等、必要に応じ支部あて
報告することとする。

支部との連携



○ 公的医療機関等2025プランによる病床計画案

＜現在の機能別病床数＞
（平成29年７月）

平成30年度

赤十字病院の方向性の確立に向けた検討・体制
の整備

・地域医療構想調整会議における合意形成に
向けた取組み（担うべき役割、病床のあり方、
休床の有効活用等）

一般 34,446

療養 866

精神 844

結核 109

感染 151

合計 36,416

高度急性期 13,755

急性期 17,913

回復期 1,464

慢性期 1,335

休床中 845

合計 35,312

＜2025年の機能別病床数（計画）＞＜現在の許可病床数＞
（平成29年７月）

高度急性期 13,734 △ 21

急性期 17,183 △ 730

回復期 2,017 553

慢性期 1,452 117

休床中 178 △ 667

合計 34,564 △ 748

病床数合計２．１％減



イ．地域包括ケアに対応できる人材の育成と活用
地域包括ケアに対応する
ために人材の育成と活用
の目標

平成29年度 平成30年度

認知症看護実践力向上
研修の開催回数
（参加者数）

４回
（320人）

２回
（160人）

認知症看護実践力
スキルアップ研修会

－
２回

（160人）

地域包括ケア病棟研修会
の開催回数

１回 １回

特定行為にかかる
指導者講習会

１回 １回

強化項目

地域包括ケアシステムに対応できる人材の育成

・健康生活支援講習への講師・指導員の派遣

・退院支援、訪問看護の充実

・専門看護師・認定看護師等の活用

・特定行為に係る看護師の育成

・認知症看護実践に係る看護師の育成



○ 特定行為に係る看護師の育成

（研修計画）
・受講対象者：実務経験5年以上の看護師
・研修実施区分：「脱水症状に対する輸液」等の５区分７行為
・研修内容：共通科目（315時間）+特定行為別の科目

研修を受けた看護師は、医師のあらかじめの指示に基づき 、 タイムリーに
特定行為を実施することが可能。（平成27年10月法施行）

急性期医療から在宅医療までを支えていく看護師の養成

★旭川赤十字病院長岡赤十字病院

★武蔵野赤十字病院

成田赤十字病院

富山赤十字病院

金沢赤十字病院

飯山赤十字病院

高山赤十字病院

★姫路赤十字病院

★高松赤十字病院

広島赤十字・原爆病院

★山口赤十字病院

熊本赤十字病院
★日本赤十字社本社

★は指定研修機関

５つの医療施設が特定行為を行う指定研修機関に指定。
※平成30年２月19日付けで日本赤十字社本社が指定研修機関に指定



（ア）北海道立北見病院の管理運営受託

ウ．病院間の連携及び統合・再編

日本赤十字社が指定管理者
として、平成30年４月１日から
10年間、管理運営を受託

北見赤十字病院

北海道立北見病院

（イ）柏原赤十字病院の廃止

柏原赤十字病院

医療機能を統合した新病院
を、県立県営として運営するこ
とが最善であると判断し、平成
31年３月31日をもって柏原赤
十字病院を廃止。

兵庫県立柏原病院



（４）グループ経営資源の有効活用

ヒト
人材の確保と育成

◆ 病院経営に精通した職員の育成
◆ キャリアアップガイドラインの導入

カネ
資金の有効活用

◆ グループ内（医療施設間）での貸し付け
制度の有効活用

◆ 外部金融機関からの借入れ抑制（支払
利息による資金の外部流出の低減)

モノ
購買業務、IT活用の強化

◆ 共同購入品目の拡充
◆ 購買担当者の情報共有体制の構築
◆ 電子カルテシステムの導入支援

ジョウホウ
情報の集約と活用

◆ データベースの構築
◆ データの可視化、戦略の意思決定支援

グループ経営資源
の有効活用



・医師不足に陥った病
院に対して、グループ
として総力を挙げて支
援

ア．人材の確保と育成

（ア）医師の確保と育成

社会的背景

・就職説明会へ参加
・医学生無料雑誌

研修医の確保

医学生に対する就職説明会
（民間医局レジナビフェア2017東京）

医師不足 過重労働医師の偏在

・臨床研修医の指導を
行うための医師の養成

・臨床研修医の育成

臨床研修指導医養成 グループ内医師派遣

派遣先



地域医療を支えるため、
看護師確保の困難な病院
に対して、グループメリット
を生かして支援

（イ）看護師の確保と育成

社会的背景

・広報活動の推進
（ホームページ、ＳＮＳ）
・全国共通パンフレットの作成
・就職説明会へ参加

看護師の確保

合同就職説明会
（東京都）

【キャリア開発ラダーの推進】
より質の高い看護を提供する

ために、人道の理念に基づいた
実践ができる看護師の育成

【新たにめざす赤十字の看護師像】
・地域で活躍できる看護師
・グローバルな視点を持つ看護師
・多様化の時代に対応できる看護師

看護師の育成 グループ内派遣

看護師不足 看護師の偏在

派遣先

派遣元

平成29年度
（平成29年10月16日現在）

在宅でのニーズ増大



旧看護専門学校

（ウ）看護基礎教育体制の再構築

※学部（又は学科）を新設

赤十字看護専門学校 赤十字以外の大学

「赤十字」の名称は残らない

ブロック内・外の
赤十字の看護大学

赤十字の大学の
キャンパス化
（ア）ブロック内の赤十字
の大学
（イ）ブロック外の赤十字
の大学

赤十字以外の
大学との提携
※人道法や赤十字科
目等を選択制のカリキ
ュラムに入れる

●さいたま赤十字看護専門学校
↓

日本赤十字看護大学
さいたま看護学部（H31.4開設準備中）

●松山赤十字病院
↓

協力協定
↓

聖カタリナ大学看護学科（H29.4開設）

●日本赤十字社和歌山医療センター
↓

協力協定
↓

東京医療保健大学和歌山看護学部
（H30.4開設予定）



病院経営を健全化させるために、全病院事務職員のキャリアアップの
道筋を明確にし、一人ひとりが努力できる環境を整備する。

【目的】

概念
構築力

業務
遂行力

役

割

赤
十
字
プ
ラ
イ
ド
・

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

対
人
対
応
力

部長級

課長級

係長級

主事級

指標

研修・資格職務履歴

育成支援

集合研修 eラーニング 交流研修

道しるべの可視化

キャリアアップガイドライン

記録書

学習ツール面談ツール

受講記録・管理
能力管理

（エ）病院事務職員の育成



イ．購買業務、IT活用の強化
購買業務、IT活用の強化の実施目標 平成29年度 平成30年度

医薬品・診療材料ベンチマークシステムの参加施設 80施設 83施設

医療機器・一般機器ベンチマークの参加施設 83施設 85施設

共同購入品目の拡充
医薬品８品目

診療材料４品目
医療機器２品目

医薬品８品目
診療材料８品目
医療機器３品目

購買担当者の情報共有体制の構築 全７ブロック 全７ブロック

電子カルテシステム導入の個別病院支援事業 １施設 １施設以上

ウ．資金の有効活用

資金の有効活用の実施目標 平成29年度末 平成30年度末

グループ内（医療施設間）貸付け金額規模
（貸付け施設数、借入れ施設数）

29億円
（10施設、９施設）

前年度以上

病院建物建設資金・病院財政調整事業資金貸付け金額規模
（貸付け施設数、借入れ施設数）

485億円・165億円
（55施設・49施設）

前年度以上

• 保有している資金のグループ内（医療施設間）での貸付け

• 外部金融機関からの借入れ抑制（支払利息による資金の外部流出の低減）



【目的】
経営改善を行なうために必要な各種データを共有できるよう、各医療

施設及び本部内に散在している情報を整理し、経営戦略の意思決定を
支援する仕組みを構築する。

｢赤十字病院グループデータベースの構築｣

大量のデータを繋ぎ
視覚化を実現

BI（ビジネスインテリジェンス）ツール

➢ 経営分析の複雑化

➢ 集積された情報が散在

課題 解決

➢ 戦略の意思決定支援

➢ データの可視化

導入

エ．情報の集約と活用

※ＢＩツールとは、社内データを活用して企業の意思決定を推進するツール



ビジョン実現に
向けて実践計
画策定

○重点支援病院

函館、釧路、浦河
秦野、静岡、伊豆
浜松、裾野

○支援病院
川西、多可、小野田

重点支援病院・支援病院の支援スケジュール
（５）医療施設の経営の健全化

・外部環境分析
・内部環境分析

・経営戦略策定
・戦略実現計画策定

・戦略実現の実践計画策定（課題解決）
・課題解決の行動計画策定
・四半期毎にPDCA実践

経営ミッション ３ヵ年でキャッシュ・フロー黒字化

２年度初年度

診療機能再評価の視点と指標の策定

実践計画の
管理・評価

ＰＤＣＡの実
践

病院診療
機能の再
評価

次年度の
実践計画
策定

四半期毎の
実践

計画管理

ＰＤＣＡ実践

○重点支援病院
広島原爆・沖縄

病院診療

ビジョンの

策定

○重点支援病院
伊達、飯山、三原
相模原、高槻

○支援病院
栗山

○その他
神戸、仙台

３年度



平成30年度

平成31年度の経常収支
の黒字化を目指して段
階的に赤字幅を縮小

平成29年度

平成31年度の経常収支
の黒字化を目指して段
階的に赤字幅を縮小

平成31年度

経常収支黒字

平成31年度までの３か年
で経常収支が黒字になる
ことを目標とする

赤十字病院グループ全体の中期
計画及び経営戦略を策定し、グル
ープとして経営改善に取り組む

赤字額の３分の１を削減

※ ただし、大規模営繕等、止むを得ない事由により経常収支の改善が困難な施設は
減価償却前の医業収支が前年度から改善することを目標に収支改善を図ること。
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平成30年度
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単位：億円 総収入 総支出 総収支

経常収支 医業収支(減価償却前) 総収支(ｷｬｯｼｭﾍﾞｰｽ)

４．経営状況の推移

黒字：30施設
赤字：60施設

黒字：29施設
赤字：61施設

黒字：30施設
赤字：60施設

黒字： 39施設
赤字： 51施設

黒字： 29施設
赤字： 61施設

診療報酬 ＋0.1％
本体 ＋0.73％
薬価等 △0.63％

※消費増税対応
分（＋1.36％）を
除くと、改定率は
実質△1.26％

診療報酬 △1.03％
本体 ＋0.49％
薬価等 △1.52％

診療報酬 △1.19％
本体 ＋0.55％
薬価等 △1.74％

※ 総収支(ｷｬｯｼｭﾍﾞｰｽ)は、総収支から非資金性項目(施設整備補助金等収益、
減価償却費等)を除いた数値であること。

※ 平成26年度決算は退職給付引当金373億円の追加計上を含んでいること。



医療施設の経営の改善
① 平成31年度までの３ヵ年で経常収支が黒字となることを目指す
② 大規模営繕等やむを得ない事由がある施設は減価償却前医業収支の改善を目指す

▲ 103
▲ 63

▲ 29 ▲ 101

(180)

(160)

(140)

(120)

(100)

(80)

(60)

(40)

(20)

0

H29年度決算見込み H30年度予算

大規模営繕等

実施施設を除く

施設（72施設）

大規模営繕等

実施施設（18施

設）

39億円
改善

（72施設）

72億円
悪化

（18施設）

①医療施設特別会計経常収支（33億円悪化見込み）

▲132

単位：億円

▲165
（参考） H29年度決算見込み H30年度予算
減価償却費 615億円 677億円

61億円増加
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減価償却前医業

収支が２億円以

上悪化している

施設（5施設）

減価償却前医業

収支が改善して

いるか悪化が２

億円未満の施設

（13施設）

医療施設の経営の改善
① 平成31年度までの３ヵ年で経常収支が黒字となることを目指す
② 大規模営繕等やむを得ない事由がある施設は減価償却前医業収支の改善を目指す

②大規模営繕等施設(18施設)減価償却前医業収支（８億円悪化見込み）

129

単位：億円

120

18億円
悪化

（５施設）

10億円
改善

（13施設）

大規模営繕に伴う患者制限、稼働病床数の
増加や機能強化による人員増加等が背景



５．経営状況の推移（主な経営指標）

〇 入院患者延数 10,984,230人【対29年度決算見込 185,824人増、 1.7％増】

〇 外来患者延数 16,748,672人【対29年度決算見込 53,946人増、 0.3％増】
（万人）

（１） 患者数の推移
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（２） 診療単価の推移
〇 入院診療単価 63,317円 【対29年度決算見込 1,004円増、1.6%増】

〇 外来診療単価 16,757円 【対29年度決算見込 228円増、1.4%増】
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（5.6%）
（2.2%）

（2.5%）
（1.4%）



（３） 新入院患者数と平均在院日数の推移
〇 新入院患者数 822,537人【対29年度決算見込 19,962人増、 2.5％増】

〇 平均在院日数 13.4日【対29年度決算見込 0.1日減、 0.7％減】

763,181 

790,255 
793,451 

802,575 

822,537 
14.4 

13.8 13.6 

13.5 
13.4 

12.8

13.0

13.2

13.4

13.6

13.8

14.0

14.2

14.4

14.6

730,000

740,000

750,000

760,000

770,000

780,000

790,000

800,000

810,000

820,000

830,000

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算見込 H30年度予算

新入院患者数

平均在院日数

（人） （日）



（４） 病床稼働率の推移
〇 病床稼働率 87.2％【対29年度決算見込 2％増】
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その他の医業収益
［ 431億円→ 445億円 ］ 3.2%

６．医療施設特別会計 収益的収入のあらまし

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成29年度決算見込 平成30年度予算

1兆367億円
1兆676億円

医業収益
9,919億円
→ 1兆206億円
増減率 2.9%

入院診療収益 増減率

［ 6,728億円→ 6,954億円 ］ 3.4%

外来診療収益
［ 2,759億円→ 2,806億円 ］ 1.7%

（億円）

平成29年度決算見込 平成30年度予算 増減額 増減率

収益的収入合計 1兆367億円 → 1兆676億円 309億円 3.0%

その他の収益
［ 445億円→ 467億円 ］ 4.7%

本社収益 増減率

［ ２億円→ ３億円 ］ 49.3%



７．医療施設特別会計 収益的支出のあらまし
材料費 増減率 対医業収益負荷率

[ 2,856億円 → 2,914億円 ］ 2.0% 28.6% （△0.2p）

給与費
［ 5,195億円 → 5,323億円 ］ 2.5%     52.2% （△0.2p）

委託費
［ 656億円 →   684億円 ］ 4.3%     6.7% （ 0.1p）

設備関係費
［ 946億円 → 1,030億円 ］ 8.9%    10.1% （ 0.6p）

研究研修費
［ 39億円 →    40億円 ］ 2.0% 0.4%（△0.003p）

医業費用
１兆89億円
→1兆396億円

増減率 3.0%
負荷率101.9%

（△0.15p）
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10,000

平成29年度決算見込 平成30年度予算

1兆551億円
1兆924億円（億円）

経費
［ 394億円 →   401億円 ］ 2.0%       3.9% （△0.03p）

その他費用
［ 451億円 → 506億円 ］ 12.1%

本社費用 増減率
[ 10億円 →    21億円 ］ 111.1%

平成29年度決算見込 平成30年度予算 増減額 増減率

収益的支出合計 1兆551億円 → 1兆924億円 373億円 3.5%

収 支 差 引 額 △183億円 △247億円 △63億円



８．医療施設特別会計 資本的収支のあらまし

固定資産（内訳） 金 額 借入金等償還（内訳） 金 額

建物・建物付属設備等 351億円 借入金償還 243億円

医療用器械備品等 308億円 リース未払金支払 55億円

車両等 10億円 その他負債返済 10億円

土地 7億円

無形固定資産 100億円

【収入】 【支出】

資本的支出

内部留保金
686億円

長期前受補助金等
94億円

借入金
215億円

1,087億円

リース未払金等
90億円

建物・

建物付属設備等

358億円1,087億円

医療用器械備品等

308億円

その他固定資産

111億円

借入金等償還
309億円

【主な建設中の施設】

福島、芳賀、武蔵野、諏訪、
姫路、鳥取、徳島、高松、
松山、高知、長崎原爆

※億円未満切り捨て表示しているため、合計値と一致しないこと

柏原病院負債処理財源
（一般会計保有資金からの借入れ）

21.7億円を含む

柏原病院外部借入金償還
21.7億円を含む


